
９ 農山漁村の活性化
（１）地域資源を活用した農山漁村の課題解決
① 「農山漁村発イノベーション」の推進

① 六次産業化・地産地消法に基づく認定状況
総合化事業計画認定数は、令和５（2023）年８月31日時点で332件である（全国2,634件）。
このうち、岡山県が100件（全国５位）、広島県が40件、愛媛県が37件である。

② 農山漁村発イノベーションの優良事例の横展開。
令和７年度までに全国で300事例を目標に紹介。令和４年度は全国で50事例、うち中国四国農政局

管内で10事例を農林水産省ホームページに掲載している。

※「農山漁村発イノベーション」とは、農山漁村のあらゆる地域資源をフル活用した取組。また、多様な主体の参画によって新事業や付加価値の創出を図ること。

資料：「農山漁村発イノベーション事例集 第２版 令和５年６月」

これまで、農林水産物の付加価値を高め、農林漁業者の所得向上に資する重要な取組の１つとして、
農林漁業の６次産業化の取組を推進してきた。 
今後の農村施策の実施にあたっては、農業以外の所得と合わせて一定の所得を確保できるよう、多様

な機会を創出し、安心して農村で働き、生活できる環境を整えていくとともに、地域の見本となる優良
事例を集め、横展開を図る。 

他分野との連携のイメージ 社会医療法人さんさん牧場
馬事文化、農産物

食品、観光・旅行、福祉、医療
✖

✖
就労継続支援事業所、流通企業

＝ 引退競走馬を活用した観光牧場・馬事文化継承

家賀再生プロジェクト
世界農業遺産、農林水産物

食品、観光・旅行、福祉、芸術
✖

✖
各種団体、農林漁業者、集落、学校、地元企業

＝ 世界農業遺産を活用した観光ツアー・農福連携
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中国四国の延べ宿泊者数（令和4（2022）年1月～12月）

○ 農山漁村振興交付金により、「農泊」をビジネスとして実施できる体制の構築や地域資源を魅力ある観光コ
ンテンツとして磨き上げる取組、古民家等を改修した滞在施設の整備等を支援している。これまでに、中国四
国地域の93地区で活用の実績がある。

○ 中国四国地域の延べ宿泊者数は3,319万人泊で、対前年比、127.3％とコロナ禍による減少から回復しつつあ
るが、コロナ感染拡大前の水準（令和元年4,210万人泊）には回復していない。

○ 農山漁村地域の活性化に向けては、インバウンドを含む観光客、自然が豊かな地域への新たな旅のスタイル
を的確に捉え、所得向上に繋げることが重要である。このため、地域一丸となった農泊の取組体制を整備する
ことが急務となっている。

② 農泊の推進と農山漁村の振興

「農泊」に取り組む関係団体等と連携して、先進取組の事例紹介や各種支援策の情報提供を行い、農山漁村
の所得向上と地域の活性化を推進している。

資料：国土交通省観光庁「宿泊旅行統計調査」（令和4（2022）年・年間値（確定値））
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手植えによる農業体験

小蓑農泊推進協議会（香川県三木

町）では、(株)山南営農組合を中心
に、体験型農泊として自然景観や神社・
仏閣等の伝統文化財などの地域資源
や、五右衛門風呂など「戦後間もない
頃の農家の生活体験」が可能な宿泊施
設を整備するなど、地域ぐるみで「賑わ
いとうるおい」による農業・農村の持続
的発展に取り組んでいる。

倉橋交流拠点構想推進協議会（広
島県呉市）では、倉橋島お宝フリット
や牡蠣などの料理、ペットと遊べたり
手ぶらでも楽しめるマリンスポーツ、波
打ち際の宿泊施設など、自然環境に
恵まれた島のリソースの魅力を活かし
た地域基盤整備を行うことにより、持
続可能な倉橋地域の賑わい創出に取
り組んでいる。波打ち際のビーチサイドコテージ

延べ宿泊者数 対前年
増減率

うち
外国人数 割合

対前年
増減率

（万人泊） （万人泊）

全 国 45,046 41.8% 1,650 3.7% 282.3% 

中国四国 3,319 27.3% 37 1.1% 111.6% 

鳥 取 県 188 △ 17.7% 1 0.7% 12.3% 

島 根 県 287 9.5% 1 0.4% △ 3.0% 

岡 山 県 458 23.5% 6 1.3% 170.0% 

広 島 県 853 46.1% 14 1.7% 228.2% 

山 口 県 392 18.9% 5 1.2% 148.2% 

徳 島 県 184 15.2% 2 1.0% 88.4% 

香 川 県 324 42.8% 3 1.0% 150.8% 

愛 媛 県 376 48.1% 3 0.9% △ 5.3% 

高 知 県 256 34.3% 1 0.4% 13.0% 



竹原

尾道市

福山市

安芸太田町

北広島町
安芸高田市

三次市

庄原市

神石高原町

府中市

世羅町

東広島市

呉市

大崎上島町

笠岡市

倉敷市

玉野市

美作市

津山市
新圧村 鏡野町

真庭市

矢掛町

吉備中央町

久米南町

日南町

岩美町

鳥取市
八頭町

南部町

倉吉市

川本町

宇部市

萩市

長門市

周南市

日南町

奥出雲町

邑南町

（松江市）

大田市

浜田市

津和野町

隠岐の島町

海士町西ノ島町

瀬戸内市
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農山漁村振興交付金（農泊推進対策）中国地方実施地区 全64地区

松江市 大根島農業体験推進協議会

松江市 水の都まつえ観光魅力化協議会

浜田市 浜田市ツーリズム協議会

浜田市 きんさい村弥栄協議会

出雲市 平田農泊推進協議会

大田市 さんべ農のある暮らし協議会

大田市 石見銀山代官所跡周辺域活性化協議会

大田市  ゆのつ民泊・体験事業協議会　

奥出雲町 奥出雲町農泊推進協議会

邑南町 日貫地区活性化協議会

邑南町 邑南町田舎ツーリズム推進研究会

津和野町 津和野町農泊推進協議会

海士町 島泊推進協議会

隠岐の
島町

隠岐・西ノ島フィッシャーマンズス
テイ
＆アクティビティ推進協議会

隠岐の
島町

都万地区農泊推進協議会

島根県　（15地区）
1

2

5

3

4

6

8

9

11

7

10

12

13

14

15

番号 市町村名 事業実施主体名

① 鳥取市 五しの里さじ地域協議会

②
鳥取市
外６町

一般社団法人　麒麟のまち観光局

③ 倉吉市 倉吉市体験型教育旅行誘致協議会

④ 岩美町 岩美渚泊推進協議会

⑤ 八頭町 ふなおか共生の里づくり推進協議会

⑥ 八頭町 若桜谷活性化協議会

⑦ 南部町 南部町農泊推進協議会

⑧ 日南町 日南町観光協会

鳥取県 （8地区）

① 倉敷市 下津井sea village project

② 津山市 あば村農泊推進機構

③ 津山市 つやま農業生産物ブランド化推進協議会

④ 玉野市 たまの農山漁村魅力向上推進協議会

⑤ 笠岡市 マリンピアおおしま体験ツアー協議会

⑥ 笠岡市 白石島農泊推進協議会

⑦ 笠岡市 北木島活性化プロジェクト協議会

⑧ 備前市 三国地区農泊振興協議会

⑨ 瀬戸内市 せとうち牛窓玉津農泊推進協議会

⑩ 真庭市 北房農泊推進協議会

⑪ 新庄村 SWA地域協議会

⑫ 美作市 英田上山棚田ツーリズム協議会

⑬ 美作市 東粟倉農泊推進協議会

⑭ 矢掛町 一般財団法人矢掛町観光交流推進機構

⑮ 鏡野町 健康の町かがみのプロモーション本部

⑯ 久米南町 上籾みろく農場協議会

⑰ 吉備中央町 吉備中央町農家民宿推進協議会

岡山県　（17地区）

① 宇部市 食農体験ネットワーク宇部協議会

② 山口市 あとうスロー・ツーリズム推進協議会

③ 山口市 山口秋穂漁泊推進協議会

④ 萩市 萩市ふるさとツーリズム推進協議会

⑤ 下松市 くだまつ農山漁村ツーリズム協議会

⑥ 長門市 ながとふるさと体験受入協議会

⑦ 長門市 むかつ国で遊ぼう協議会

⑧ 周南市 須金里山リトリート協議会

山口県　（8地区）

① 呉市 未来へのとびしマーレ構想協議会

② 呉市 島まるごとユニバーシティ協議会

③ 呉市 倉橋交流拠点構想推進協議会

④ 竹原市 竹原・大崎上島農泊推進協議会

⑤ 尾道市 しまなみアーキラインプロジェクト運営委員会

⑥ 福山市 鞆の浦農泊推進協議会

⑦ 府中市 一般社団法人天領上下まちづくりの会

⑧ 三次市 楽しいふるさと川西協議会

⑨ 庄原市 庄原古民家ステイ推進協議会

⑩ 東広島市 竹仁協議会

⑪ 東広島市 心のふるさと県央協議会

⑫ 安芸高田市 安芸高田市農泊推進協議会

⑬ 安芸太田町 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会

⑭ 北広島町 北広島町農山村体験推進協議会

⑮ 世羅町 世羅高原6次産業推進協議会

⑯ 神石高原町 神石高原町観光による地域つくり協議会

広島県　（16地区）
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農山漁村振興交付金（農泊推進対策）四国地方実施地区 全29地区
令和4年9月末現在（広域ネットワーク事業を除く）

三豊市

丸亀市 さぬき市

高松市

小豆島町

東みよし町

上勝町

つるぎ町 美馬市

阿南市

土庄町

多度津町

三原村

黒潮町

須崎市

土佐市

南国市

室戸市

東洋町

松野町

内子町

今治市

宇和島市

大洲市

三木町

三好市

（三好市）

1
3

5
6

8910

11

1

2
3

45

6

2
1

3

4
5

1

2
3 4

5

6

2

4

7

12

① 阿南市 波のりイシマ協議会

② 美馬市 美馬市特産品・農泊連携推進協議会

③
三好市外
3市町

にし阿波～剣山・吉野川観光圏協議会

④ 上勝町 上勝ビジターセンター設立協議会

⑤ 上勝町 いろどり山Mass Compass協議会

徳島県　（5地区）

① 高松市 西植田地区活性化協議会

② 高松市 特定非営利活動法人しおのえ

③ 丸亀市 讃岐広島・小手島･手島活性化協議会

④ 丸亀市 本島・さかな部活性化協議会

⑤ さぬき市さぬき市津田地区漁業活性化協議会

⑥ 三豊市 みとよニューツーリズム推進協議会

⑦ 土庄町 てしま農泊推進協議会

⑧ 小豆島町 坂手古民家活用推進協議会

⑨ 小豆島町 海のしじまプロジェクト協議会

⑩ 小豆島町 三都半島農泊推進協議会

⑪ 三木町 小蓑農泊推進協議会

⑫ 多度津町地域活性化協議会瀬戸内ユニオン

香川県　（12地区）

① 室戸市 室戸市農山漁村体験型観光推進協議会

② 南国市 南国市地域活性化対策協議会

③
土佐市及
び須崎市

宇佐・浦ノ内渚泊推進協議会

④ 東洋町 東洋町中山間地域活性化協議会

⑤ 三原村 三原村農泊推進協議会

⑥ 黒潮町 黒潮町観光ネットワーク

高知県　（6地区）

① 今治市 しまなみスローサイクリング協議会

② 今治市 桜井地区地域水産業再生委員会

③ 宇和島市 蒋渕地域づくり協議会

④ 大洲市 元気おおかわ地域協議会

⑤ 内子町 内子ツーリズム推進協議会

⑥ 松野町 森の国アウトバック構想連絡協議会

愛媛県　（6地区）
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〇 農福連携は、障害者等が農林水産業の貴重な働き手となることを通じて、農林水産業経営の発展につなげる
とともに、障害者等の自信や生きがいを創出し、社会参画を実現していくという、農林水産業と福祉双方に利
益のある取組である。

〇 農福連携に取り組んでいる優れた事例を表彰する「ノウフク・アワード2022」を実施し、全国で23団体を表
彰した。中国四国地域では、社会福祉法人E.G.F（山口県阿武町）、株式会社和光ワールド（愛媛県伊予市）、
株式会社八天堂ファーム（広島県三原市）が受賞された。

③ 農福連携の推進
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■社会福祉法人E.G.F

■株式会社和光ワールド

■株式会社八天堂ファーム

○ 地域の農作業支援を積極的に行うとともに、自ら農業や
６次産業化にも取り組み、県平均を上回る工賃を確保し、
地域農業を支える存在となっている

○ 奥内子の天然水を利用したこだわりのきくらげをサイズ
分け等の多くの手をかけることにより付加価値を高めるこ
とに成功し、出荷量を伸ばしている。

○ 後継者不在となったぶどう園を受け継ぎ、社会福祉法
人宗越福祉会と連携し、生活困窮者（障害者を含む）の自
立支援を目的とした農福連携型就労訓練事業をスタート

受賞団体の取組概要



〇 中国四国地域では、農山漁村振興交付金を活用して福祉農園の整備や障がい者の受入等に取り組む就労支
援事業所等が徐々に増えてきており、これまでに29団体（令和５年11月現在）が活用した。

〇 中山間地域の多い中国四国地域では、農業を柱に福祉事業所と連携し、農産物の生産や販売を地域ぐるみ
で行うなど、中山間地域の活性化を図る取組が存在する。

今後、一層の担い手や労働力不足が懸念されることから、①中山間地域における農福連携の取組事例の情報発
信、②農業者と障害者就労施設等のニーズをマッチングするためのコーディネーターの育成・普及等を推進す
る。

中山間地域における農福連携の取組事例

〔事例２〕 岡山県真庭市
○地元の農業担い手が減少する中、耕
作放棄地を積極的に受託し、露地では
枝豆の栽培、ハウスではイチゴや原木
しいたけを新たに開始するなど地域の
耕作放棄地対策等に大きな力を発揮。
○地元の障害者の農業体験や障害児の
放課後デイサービスの受入を行い、自
ら新規に就労継続支援B型作業所の開設
に向け手続きを開始するなど、地域農
業の振興と福祉の受け皿に取り組んで
いる。

〔事例１〕 岡山県吉備中央町
○障害者の働く場づくりと、農業での
深刻化する人手不足解消に、就労継続
支援Ａ型事業所を設立。
○事業所利用者の適性を見極めた分業
制の構築や、地元農家からの技術指導、
若者の参画など地域住民が活躍するこ
とで、品質の高い農産物の生産につな
げている。

『農山漁村振興交付金（農福連携対策） 』支援地区【H29～R5】

資料：中国四国農政局作成
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